
貸借対照表　
（2023年3月31日現在）

(単位：百万円)

科　　　　　　　　目 金　額 科　　　　　　　　目 金　額

資産の部 負債の部

流動資産 流動負債

現金及び預金 4,460 買掛金 21,025            

受取手形 260 短期借入金 4,344             

電子記録債権 1,597 未払金 1,439             

売掛金 36,365 未払費用 249                

商品及び製品 5,863 未払法人税等 920                

仕掛品 407 役員賞与引当金 21                  

原材料及び貯蔵品 206 賞与引当金 885                

未収入金 341 預り金 5,058             

未収消費税 110 契約負債 537                

その他 143 その他 37                  

流動資産合計 49,756 流動負債合計 34,519            

固定資産 固定負債

　有形固定資産 役員退職慰労引当金 15                  

建物（純額） 364 資産除去債務 271                

構築物（純額） 2 退職給付引当金 34                  

機械及び装置（純額） 2 その他 98                  

工具、器具及び備品（純額） 88 固定負債合計 421                

土地 559 負債合計 34,940            

建設仮勘定 4 純資産の部

有形固定資産合計 1,022 株主資本

　無形固定資産 資本金 4,877             

ソフトウェア 173 資本剰余金

のれん 497 　　資本準備金 4,878             

その他 17     その他資本剰余金 548                

無形固定資産合計 688     資本剰余金合計 5,426             

　投資その他の資産 利益剰余金

関係会社株式 2,413 　　利益準備金 326                

繰延税金資産 671 　　その他利益剰余金 9,100             

その他 118 　 　　固定資産圧縮積立金 87                  

投資その他の資産合計 3,203 　　 　繰越利益剰余金 9,012 

固定資産合計 4,915 　　利益剰余金合計 9,426 

株主資本合計 19,730            

純資産合計 19,730            

資産合計 54,671 負債純資産合計 54,671            
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損益計算書
（自 2022年4月1日　至 2023年3月31日）

(単位：百万円)
科　　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

売上高 145,651

売上原価 132,758

売上総利益 12,893

販売費及び一般管理費 8,111

営業利益 4,781

営業外収益

受取利息及び受取配当金 485

その他 15 500

営業外費用

支払利息 73

為替差損 69

その他 3 146

経常利益 5,136

特別損失

固定資産廃却損 19 19

税引前当期純利益 5,116

法人税、住民税及び事業税 1,359

法人税等調整額 △ 77 1,282

当期純利益 3,833

－２－



株主資本等変動計算書
　（自　2022年4月1日　至　2023年3月31日）

(単位：百万円)

4,877 4,878 548 5,426 326 87 5,179 5,593 15,897 15,897

当期純利益 3,833 3,833 3,833 3,833

事業年度中の変動額合計 3,833 3,833 3,833 3,833

2023年3月31日残高 4,877 4,878 548 5,426 326 87 9,012 9,426 19,730 19,730

－３－

資　 本
準備金

純資産
合  計

株主資本

事業年度中の変動額

2022年4月1日残高

利益剰余金

株　 主
資　 本
合　 計

利　 益
準備金

その他利益
剰　 余　 金

繰　 越
利　 益
剰余金

固定資産
圧　 縮
積立金

利　 益
剰余金
合　 計

資本金

資本剰余金

資　 本
剰余金
合　 計

その他
資　 本
剰余金



個別注記表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法
(１) 有価証券の評価基準及び評価方法
     子会社株式……………総平均法による原価法
(２)棚卸資産の評価基準及び評価方法
     通常の販売目的で保有する棚卸資産
     ・商品及び製品……… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
     ・仕掛品……………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
     ・原材料及び貯蔵品… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
(１) 有形固定資産（リース資産を除く)
     定額法を採用しております。
     なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物………………… 2年～31年
構築物……………… 2年～42年
機械装置…………… 2年～12年
車両運搬具………… 4年
工具器具備品……… 2年～20年

(２) 無形固定資産（リース資産を除く)
     定額法を採用しております。
 　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分）　5年（社内における利用可能期間）
(３) リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産はリース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする
　　定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(１) 賞与引当金
　　従業員に対する賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。
(２) 役員賞与引当金
　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。
(３) 退職給付引当金
　　確定拠出年金制度及び退職一時金制度を採用しており、確定拠出年金制度については、要拠出額をもって
　費用処理を行っております。また、退職一時金制度は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、
　退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。
　（退職給付制度の改定）
　 　当社は、2022年4月1日より、現行の確定給付年金制度について確定拠出年金制度と退職一時金制度を併用に
　移行しております。
(４) 役員退職慰労引当金
      役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。　

４．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．収益及び費用の計上基準
　 商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて
商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点にお
いて、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しており
ます。
　 受託開発に係る収益は、主に受託開発であり、顧客との開発委託契約に基づいて開発成果物を提供する
履行義務を負っています。当該開発委託契約は、開発成果物を検収する一時点において、顧客が当該開発
成果物に対する支配を獲得して充足されると判断し、検収時点で収益を認識しております。
　 ロイヤルティ取引に係る収益は、ソフトウェアのロイヤルティであり、使用実績を基準にし発生時点で収益を
認識しております。
　 当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。
　 取引の対価は履行義務を充足してから概ね1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。
なお、取引価格は、顧客との契約価格に基づいており、変動対価や値引き等はありません。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用しております。
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【収益認識に関する注記】
（収益を理解するための基礎となる情報）
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

【会計上の見積りに関する注記】
繰延税金資産
(１)当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）
繰延税金資産 671

(２)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　　 当社は、現在、一定期間における回収可能性に基づき相当額の繰延税金資産を計上しております。
　繰延税金資産の計上は、予測される将来における課税所得の達成の可否により影響を受けます。将来の課税所得の
　見積りにあたっては、過去の業績やタックス・プランニング等も考慮しております。当社の将来の収益性に係る判断は、
　将来における市場の動向その他の要因により影響を受けます。これらの状況に変化があった場合、繰延税金資産
　計上額に対して金額的に重要な評価性引当金を計上する可能性があります。繰延税金資産の回収可能性を見込めない
　場合には、回収不能と見込まれる金額に対して評価性引当金が計上され、損益に悪影響を与える可能性があります。

【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,291百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権…………………………………………… 7,537百万円
短期金銭債務…………………………………………… 11,036百万円

【損益計算書に関する注記】

１. 関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高……………………………………………… 38,551百万円
仕入高……………………………………………… 11,716百万円

営業取引以外の取引による取引高 518百万円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

１. 当事業年度末における発行済株式の数
普通株式・・・・・・・・・・26,631,972株

２. 当事業年度末における自己株式の数
該当事項はありません。

３. 剰余金の配当に関する事項
    (１）配当金支払額

該当事項はありません。
    (２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

４. 当事業年度末における新株予約権の目的となる株式の数
        該当事項はありません。
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【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理）
　当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。
また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42 号 2021 年8 月12 日）に
従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項
    (１）金融商品に対する取組方針
 　　　事業活動における資金需要に基づき、主に加賀電子グループ会社を通じて資金運用及び調達などを行っております。
 　　　デリバティブは、外貨建ての営業債権・債務の為替変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない
    方針であります。
    (２）金融商品の内容及びそのリスク
        営業債権である受取手形及び売掛金は、営業部門から独立した部門が取引先の信用状況を審査し、取引先別に回収
    期日及び残高管理し、円滑かつ確実に回収を図っております。
        営業債務である買掛金及び未払費用は、概ね1年以内の支払い期日であります。ファイナンス・リース取引に係るリース
 　債務は、設備投資等の資金の調達を目的としたものであります。
        デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る将来の為替相場変動リスクを回避、軽減することを目的として、
    為替予約取引を利用しております。為替予約取引については先物為替相場によっております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　 2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額並びに当該時価の算定方法については、
次のとおりであります。なお、関係会社株式は、市場価格のない株式等であり、次の表には含めておりません。また、
現金の注記を省略しており、預金・受取手形・電子記録債権・売掛金・未収入金・未収消費税・買掛金・未払金・未
払費用・預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

　
貸借対照表
計上額（※）

時価（※） 差額

 （１）デリバティブ取引 (33) (33) -
（*１） 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
　　　　　関係会社株式　2,413百万円
（*２）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（*３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
　　　合計で正味の債務となる項目については（　）で示しております。

－６－

繰延税金資産
未払事業税 46 百万円
未払賞与超過額 386 百万円
退職給付に係る負債 10 百万円
役員退職慰労引当金超過額 4 百万円
棚卸資産評価額 45 百万円
投資有価証券評価損 102 百万円
ゴルフ会員権評価損 38 百万円
資産除去債務 83 百万円
減価償却超過額 3 百万円
その他 181 百万円

繰延税金資産小計 902 百万円
評価性引当額 △ 142 百万円

繰延税金資産合計 760 百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △ 38 百万円
その他 △ 49 百万円

繰延税金負債合計 △ 88 百万円
繰延税金資産の純額 671 百万円



【関連当事者との取引に関する注記】

【1株当たり情報に関する注記】

１株当たり純資産額………………………… 740円 87銭
１株当たり当期純利益金額………………… 143円 95銭

－７－

１．親会社及び法人主要株主等 (単位:百万円)

種　類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

科目
期末
残高

資金の借入 16,894

支払利息 24

事業譲受
(注2,3)

譲渡対価 750 のれん 452

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(注1) 資金の借入については、市場金利を勘案して金利を決定しております。

(注2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(注3) 事業譲受については、親会社である加賀電子㈱の方針に基づいて加賀電子特販営業部の事業譲受をいたしました。

 　   事業譲受の譲受対価は第三者機関に算定を依頼し、双方協議のうえ決定しております。

２．子会社及び関連会社等 (単位:百万円)

種　類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

科目
期末
残高

商品及び
原材料の
購入

(注1,2)

仕入高 6,844 買掛金 1,218

資金の預入 50,837

支払利息 9

子会社

Kaga FEI
Electoronics
Pacific Asia

Limited

所有 直接100%
電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ、

電子部品の販売、
役員の兼任等

商品及び
製品の販売
(注1,2)

売上高 32,896 売掛金 6,520

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(注1) 取引については、双方協議の上、契約等に基づき決定しております。

(注2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(注3) 資金の預け入れについては、市場金利を勘案して金利を決定しております。

4,900

4,344

親会社 加賀電子㈱ 被所有 直接100%
資金の借入、役員

の兼任等

資金借入
(注1)

子会社 NVﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱ 所有 直接100%
当社商品の仕入

先、役員の兼任、
資金の預入等

短期
借入金

資金の預入
(注3)

預り金


